
 

 

 

 

 

 

 

田舎館村特定事業主行動計画 
 

～ 職員がいきいきと活躍できる職場をめざして ～ 

（次世代育成支援及び女性職員の活躍推進のための取組方針） 
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  １ 目 的 

 

   本計画は、「次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）」及び「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第６４号）」（以下、「女

性活躍推進法」という。）に基づき、次代を担う子どもが健やかに生まれ育成される環

境を整備するという「次世代育成支援」と、女性職員が仕事と家庭生活を両立するため

に必要な環境を整備するという「女性活躍推進」の視点から、職員のワーク・ライフ・

バランスを積極的に推進し、すべての職員がいきいきと活躍できる職場環境づくりを目

指して策定するものです。 

 

 ２ 計画期間 

 

   令和３年 4 月 1 日から令和８年 3 月 31 日までの 5 年間とする。 

    ※次世代育成支援対策推進法は令和 6 年度、女性活躍推進法は令和 7 年度までの時限立法であり、本計

画は令和７年度まで（次世代育成支援推進関連は令和６年度末まで）の行動計画とします。 

 

 ３ 現状分析及び数値目標 

 

① 職員に占める女性職員の割合（会計年度任用職員を含む） 

   

令和元年度
男 女 合計 女性割合(％)

68 28 96 29.17

           

   【数値目標】 女性職員割合 4２％（R７年度） ※会計年度任用職員を含む 

    

② 平均した勤続勤務年数の男女の差異（会計年度任用職員を除く） 

   10年継続任用割合 ： 平成16年度採用者のうち、引き続き任用している者の割合

0
離職率 ： 令和元年度新規採用者のうち、令和2年3月31日までに退職した者の割合

100合計 84 1,128 13 6 0

100
女 19 256 14 0 0 100
男 65 872 13 6 0 0

0

人数 勤続年数合計 勤続年数平均 新規採用者数 退職者数
10年継続任用

割合  (％)
離職率
（％）

平成３１年４月１日現在（令和元年度）

 

   【数値目標】 女性職員の採用割合（正職員）４０％（R７年度） 

          継続任用割合 １００％（R７年度） 

 

 



③ 各月平均超過勤務時間（広域連合派遣職員、会計年度任用職員を除く） 

     

【数値目標】 1 人一月あたり 8.54 時間 → 1 人一月あたり５時間（R７年度） 

 

④ 管理職年度平均超過勤務時間 

  【数値目標】 超過勤務時間 1 人一月あたり 3.33 時間 →  

1 人一月あたり２時間（R７年度） 

 

⑤ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（R 元年度） 0 ％   

【数値目標】 ０人 → １人（R７年度） 

 

⑥ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合   （各年度 4 月 1 日現在） 

 

 

      令 和 元 年 度 30 年度 29 年度 28 年度 

 男  女 合計 女性割合 女性割合 女性割合 女性割合 

課長級   11    0  11   0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

課長補佐級    7     2      9    22..22%   18.18%   15.38%   15.38% 

係長級     12   6     18    33.33%   35.29%   29.41%   29.41% 

主事級     35 11     46    23.91%   26.19%   30.00%   30.00% 

合 計     65    19     84    22.62%   23.46%   23.46%   23.46% 

 

              令 和 元 年 度 

 4 月  5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 年度計 

超過勤務合計 357 348 289 340 240 138 156 195 287 175 216 128 2,869 

支給人数   21  31  34 38 34  32 19   30   28  19 34  16   336 

平均超過時間 17.00 11.23 8.50 8.95 7.06 4.31 8.21 6.50 10.25 9.21 6.35 8.00  8.54 

上限超人数    1    1   1 0 0 0 0 0 0 0 0 0   0 

              令 和 元 年 度 

 4 月  5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 年平均 

超過勤務日数   14   19  5  12    9 15   11     6     7   4 14 16  11 

超過時間 11.25    34 2.5    25 12.5 19.5 9.25 7.25  4.25  4 16.5 17.75 11.56 

対象人数     6      5     3     4     6    6    4     3     2   2   4     3 4 

平均超過時間 1.88   6.8 0.83 6.25  2.08 3.25 2.31 2.42 2.13   2 4.13 5.92 3.33 

上限超人数     0     0    0     0     0    0     0     0    0   0   0    0    0 



【数値目標】 女性割合 課長級 ０人 → １名（R７年度） 

補佐級 ２人 → ２人（R７年度） 

               係長級 ６人 → ６人（R７年度） 

 

⑦ 男女別の育児休業取得率（者）及び平均取得期間 

0 ％（R 元年度） → 【数値目標】女性 育児休業取得率 １００％ 

                         平均取得期間  1 年 6 ヶ月 

                      男性 育児休業取得率  85％ 

                         平均取得期間 １週間 

                                 （R７年度）  

 

⑧ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

配偶者出産休暇取得者 １人 ※取得率１００％   

      取得日数 １日          （R 元年度） 

→ 【数値目標】配偶者出産休暇取得率 ５０％ 

             平均取得日数  ３日 

                    育児参加休暇取得率 ２０％  （R７年度） 

 

⑨ 年次有給休暇消化率(新規採用、広域連合派遣職員、臨時職員を除く) 

   

(時間)

5,322

２０１９ 年（平成31年・令和元年）
消化率

(％)

45.18

平均取得日数

(時間)

70.03
(人)

1人当たり年間

付与日数(日)

76 20

年間付与日数

合計(日)

1,520

職員数 休暇取得日数 平均取得日数

(日)

9.04

 

【数値目標】 平均取得日数 ９.04 日 → 1２日（R７年度） 

 

 ４ 具体的な取組み 

 

 (1) 妊娠中及び出産後における配慮  

 

    ①  母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇の制度について周知 

周徹底を図ります。 

  ② 各種制度への理解を深め、職場において妊娠している人や子どもを育てている人が 

各種制度を利用しやすい雰囲気を作ります。 

  ③ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて環境の改善や業務分担の見直し 

を行います。 

  ④ 妊娠中の職員に対しては、超過勤務を原則命じないこととします。 



 (2) 男性の子育てのための休暇等の取得促進  

 

    子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にするとともに、出産後の配偶者を支援

するため、子どもの出生時に配偶者出産休暇、育児参加休暇及び育児休暇の取得を推

進、周知徹底を図ります。 

        また、そのような休暇を取得することについて、職場の応援体制づくりを行うなど、

職員全体で理解を深め、男性が出産・育児関連の休暇を取得しやすい雰囲気を作りま

す。 

 

 (3) 育児休業等を取得しやすい環境の整備  

 

  ① 育児休業及び部分休業制度等の周知 

   ア 育児休業制度等の周知を図り、職場の意識改革を推進します。特に男性も育児休 

業、部分休業制度を取得できることについての周知を徹底し、父親が子育ての喜び 

や責任を認識できるよう、積極的に育児休業の取得を働きかけます。 

   イ 育児休業の取得手続きや経済的な支援等について情報提供します。 

   ウ 妊娠を申し出た職員に対し、個別に育児休業等の制度、手続きについて説明を行 

います。また、業務分担の見直しや臨時職員の任用を検討するなどして、職員が安 

心して育児休業を取得できる環境を整備します。 

  ② 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

   ア 育児休業中の職員に対して、広報紙や通達等を送付し、情報提供を行います。 

   イ 育児休業から復帰した職員は、子どもの急な発熱などにも対応する必要があり、 

仕事と子育ての両立のため職場全体でサポートを行います。 

  ③ 育児休業に伴う臨時的任用制度の活用 

     課内の人員配置等によって育児休業中の職員の業務を遂行することが困難なとき

は、臨時的任用制度の活用による適切な代替要員の確保を図ります。 

    ④ 子育てを行う女性職員の活躍推進に向けた取組 

      ア 育児休業中の女性職員に対する円滑な職場復帰や、キャリア形成の支援を行いま 

す。  

   イ 管理職等においては、女性職員の活躍推進や仕事と生活の調和の推進に向けた意 

識啓発に取組むとともに、子育て中の女性職員の状況に配慮した人事運用を行いま 

す。 

    ⑤ 不妊治療を受けやすい職場環境の醸成 

     職員が働きながら不妊治療を受けられるよう、管理職に対する意識啓発や職場全

体で理解を深め、不妊治療を受けやすい職場環境の醸成を図ります。 

 



 (4) 超過勤務の縮減  

 

   ① 事務の簡素合理化の推進 

         事務の簡素合理化について、業務量そのものの見直し、OA 化の計画的な推進    

     による事務の効率化、外部委託による事務の簡素化、事務処理体制の見直しによ    

      る適正な人員の配置及び年間を通じた業務量の平準化による更なる取組を推進      

      します。 

     ② 超過勤務縮減のための意識啓発等 

        超過勤務縮減のための取組の重要性について、管理職をはじめとする職員全体で 

       更に認識を深めるとともに、安易に超過勤務が行われることのないよう意識啓発    

       等の取組を行います。 

     ③ 勤務時間管理の徹底等 

     職員の勤務状況を的確に把握し、勤務時間管理の徹底を図ります。 

     特に時間外勤務時間数が多い部署の管理職員に対しては、ヒアリングを行って対策

を講じます。 

     ④ 時間外勤務が恒常的に多い職員に対して、産業医または衛生管理者による面談を

実施し、過重労働による健康被害を発生させないように健康面への配慮を行いま

す。 

⑤ 週休日又は休日にやむを得ず勤務を命令する場合は、週休日の振替又は代休日の指

定等を行い、職員の休日等の確保を図ります。 

   ⑥ ノー残業デー（週間）における定時退庁を推進します。 

     

 (5) 休暇の取得促進  

 

   ① 年次休暇の取得促進 

    ア 課長会議等の場において、職員の計画的な休暇の取得促進を徹底させ、職場の

意識改革を行います。 

    イ 安心して休暇の取得ができるよう、事務処理において相互応援ができる体制を

整備します。 

   ② 連続休暇等の取得の促進 

    ア 月曜日、金曜日と休日を組み合わせた年次休暇の取得を促進します。 

    イ 国民の祝日や夏季休暇と合わせた年次休暇の取得を促進します。 

    ウ 子どもの学校行事等における年次休暇の取得を促進します。 

    エ 家族とのふれあいのため、職員やその家族の誕生日や結婚記念日等の家族の記

念日における年次休暇の取得を促進します。 

    オ 5 月の大型連休やお盆期間等における公式会議、イベントの自粛を行います。 



   ③ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

     子どもの看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、その取得を希望する職員に

対して、１００％取得できる雰囲気の醸成を図ります。 

 

 (6) 働き方に対する職員の意識向上に関する取組  

 

     ① 男女共同参画意識の向上 

         職場や家庭においての固定的な性別役割分担意識の是正について、各種の情報提供

を通じて意識啓発を行います。 

     ② ハラスメント防止対策の強化 

       ア 職員一人ひとりがセクシャルハラスメントやパワーハラスメントをはじめとす

る、様々なハラスメントに対する理解を深め、防止に努められるよう意識啓発を行

います。 

イ ハラスメント相談窓口を設置し、ハラスメントに起因する問題が生じた場合には

適切に対応し、良好な職場環境の確保に努めます。 

   ③ 人事評価への反映 

     ワーク・ライフ・バランス推進のため効率的な業務運営や良好な職場環境づくり

に向けて取られた行動については、人事評価において適切に評価を行います。 

   ④ 職場や地域における取組や支援 

    ア 職場が子どもの多様な体験活動の場となるよう、職場見学や職場訪問を積極的

に受け入れます。 

    イ 地域における子どもの健全育成活動や地域行事への参加、協力を積極的に奨

励します。 


